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イ
ド
ラ
イ
ン
研
究
会
か
ら
、中
小
企
業
、

経
営
者
、
金
融
機
関
の
共
通
の
自
主
的

ル
ー
ル
と
し
て
発
表
さ
れ
た
「
経
営
者

保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
が
、

２
０
１
４
年
か
ら
適
用
さ
れ
て
い
ま
す

（
図
表
１
）。

　

こ
れ
に
よ
り
、
経
営
者
保
証
を
求
め

な
い
融
資
の
増
加
、
事
業
承
継
時
に
前

経
営
者
と
後
継
者
の
双
方
か
ら
個
人
保

証
を
求
め
る
割
合
が
低
下
す
る
な
ど
、

こ
の
５
年
間
で
個
人
保
証
へ
の
依
存
度

が
低
下
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
融
資
に
個
人
保
証
が
付
い

て
い
る
場
合
に
、
事
業
承
継
時
に
、
後

継
者
と
な
る
人
が
個
人
保
証
を
引
き
継

ぐ
こ
と
を
嫌
い
、
事
業
承
継
を
拒
否
す

る
こ
と
も
見
受
け
ら
れ
ま
す
。

　

中
小
企
業
の
経
営
者
が
高
齢
化
し
て

い
く
な
か
で
、
後
継
者
不
在
の
原
因
の

１
つ
と
な
っ
て
お
り
、
経
済
を
支
え
る

中
小
企
業
の
存
続
に
か
か
わ
る
問
題
と

な
っ
て
い
ま
し
た
。

　

そ
こ
で
、
昨
年
の
「
成
長
戦
略
実
行

計
画
」
の
閣
議
決
定
を
受
け
て
経
営
者

保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
研
究
会

か
ら
、事
業
承
継
に
焦
点
を
当
て
た「
経

営
者
保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

の
特
則
が
昨
年
末
に
策
定
さ
れ
、
こ
と

し
４
月
か
ら
適
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
特
則
で
は
、
次
の
こ
と
に
つ
い

て
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。
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事
業
承
継
で
の

問
題
点
と
は

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
心

配
さ
れ
る
な
か
、
万
一
の
こ
と
を
考

え
、
事
業
承
継
プ
ラ
ン
を
検
討
し
て
い

る
経
営
者
も
少
な
く
な
い
で
し
ょ
う
。

　

事
業
承
継
で
の
問
題
点
と
し
て
、
ま

ず
は
、
承
継
し
て
く
れ
る
人
材
が
い
な

い
、
と
い
う
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

現
在
の
事
業
を
継
続
し
つ
つ
、
次
の
ス

事業承継 がよりスムーズに

テ
ッ
プ
を
見
据
え
て
経
営
し
て
い
く
人

材
が
、
社
内
、
親
族
内
に
見
つ
か
ら
な

い
ケ
ー
ス
が
増
え
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
場
合
、
Ｍ
＆
Ａ
に
よ
り
取

引
先
や
関
連
事
業
経
営
者
な
ど
の
第
三

者
に
事
業
を
承
継
し
て
も
ら
う
こ
と
を

考
え
る
必
要
も
あ
る
で
し
ょ
う
。

　

そ
し
て
、
後
継
者
に
適
し
た
人
材
が

見
つ
か
っ
た
と
し
て
、
次
に
問
題
と
な

る
の
が
「
経
営
者
個
人
の
保
証
」
の
問

題
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

経
営
者
個
人
の
保
証
が

求
め
ら
れ
る
の
は
な
ぜ
か

　

金
融
機
関
が
中
小
企
業
に
融
資
す
る

に
あ
た
り
、
経
営
者
個
人
の
保
証
を
求

め
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
中
小
企
業
は

経
営
基
盤
が
比
較
的
弱
く
、
返
済
能
力

に
つ
い
て
不
安
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
信

用
を
補
う
た
め
で
す
。
ま
た
、
外
部
か

ら
の
チ
ェ
ッ
ク
が
行
き
届
か
な
い
中
小

企
業
が
多
い
の
も
問
題
で
す
。

　

経
営
者
や
出
資
者
は
会
社
と
は
別
の

存
在
（
別
の
人
格
）
で
す
の
で
、
会
社

が
倒
産
し
て
も
経
営
者
の
個
人
財
産
に

キ
ズ
が
つ
か
な
い
と
す
る
と
、
な
か
に

は
会
社
財
産
を
浪
費
し
た
り
、
計
画
倒

産
を
考
え
た
り
す
る
人
が
出
て
こ
な
い

と
も
限
り
ま
せ
ん
。
金
融
機
関
は
こ
の

リ
ス
ク
を
回
避
し
た
い
の
で
す
。

経
営
者
保
証
に
関
す
る

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
は

　

こ
の
よ
う
に
、
経
営
者
の
個
人
保
証

に
は
、
信
用
補
完
や
経
営
者
の
モ
ラ
ル

ハ
ザ
ー
ド
防
止
の
役
割
が
あ
り
、
中
小

企
業
の
資
金
調
達
の
円
滑
化
の
役
割
を

担
っ
て
い
ま
す
が
、
他
方
、
経
営
者
の

積
極
的
な
事
業
展
開
、
早
期
の
事
業
再

生
や
事
業
承
継
を
、
阻
害
す
る
リ
ス
ク

が
指
摘
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

　

そ
こ
で
、
経
営
者
保
証
に
関
す
る
ガ

成立しました
が

中小企業
成長促進法
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の
強
化
、
財
務
状
況
の
正
確
な
把
握
と

経
営
の
透
明
性
の
確
保
が
必
要
で
あ
る

こ
と
も
付
言
し
て
い
ま
す
。

中
小
企
業
成
長
促
進
法
の
成
立

と
そ
の
あ
ら
ま
し

　

こ
の
よ
う
な
背
景
を
踏
ま
え
て
、
中

小
企
業
成
長
促
進
法
（
図
表
２
）
が
、

こ
と
し
６
月
に
成
立
し
ま
し
た
。

　

中
小
企
業
成
長
促
進
法
と
は
、
経
営

承
継
円
滑
化
法
を
始
め
と
し
て
、
中
小

企
業
の
積
極
的
な
事
業
展
開
、
成
長
の

た
め
の
環
境
整
備
を
図
る
こ
と
を
目
的

に
、
経
営
強
化
法
、
地
域
未
来
法
、
産

業
競
争
力
強
化
法
な
ど
を
横
断
的
に
改

正
す
る
法
律
で
す
。

経
営
承
継
円
滑
化
法
に
つ
い
て

押
さ
え
て
お
こ
う

　

経
営
承
継
円
滑
化
法
で
は
、
①
遺
留

分
に
関
す
る
民
法
の
特
例
、
②
会
社
お

よ
び
個
人
事
業
者
へ
の
金
融
支
援
の
た

め
お
よ
び
事
業
承
継
税
制
適
用
の
た
め

の
認
定
手
続
き
、
な
ど
に
つ
い
て
定
め

て
い
ま
す
。

　

遺
留
分
と
は
、
本
来
、
遺
言
の
内
容

は
自
由
で
あ
る
も
の
の
、
相
続
人
の
生

活
の
安
定
、
相
続
人
の
一
定
の
平
等
を

確
保
す
る
た
め
、
兄
弟
姉
妹
を
除
く
相

続
人
に
つ
き
、
相
続
財
産
の
一
定
割
合

を
相
続
す
る
権
利
を
認
め
る
も
の
で
す

（
民
法
１
０
４
２
条
）。

　

し
か
し
、
相
続
財
産
の
大
半
が
会
社

の
株
式
で
あ
る
と
か
、
事
業
に
用
い
て

い
る
資
産
で
あ
る
場
合
に
、
後
継
者
に

こ
れ
ら
の
資
産
を
相
続
さ
せ
た
と
き

に
、
他
の
相
続
人
か
ら
遺
留
分
を
侵
害

し
て
い
る
と
し
て
請
求
（
遺
留
分
減
殺

請
求
）
が
行
な
わ
れ
る
と
、
結
果
と
し

て
後
継
者
が
一
部
を
取
得
で
き
ず
、
経

営
が
不
安
定
に
な
っ
た
り
、
そ
も
そ
も

承
継
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
り

す
る
ケ
ー
ス
も
生
じ
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
経
営
承
継
円
滑
化
法
で

は
、
①
こ
れ
ら
の
財
産
に
つ
き
遺
留
分

算
定
基
礎
財
産
か
ら
除
外
す
る
合
意

（
除
外
合
意
）、
②
遺
留
分
算
定
基
礎
財

産
に
算
入
す
る
価
額
を
合
意
し
た
と
き

の
価
額
に
固
定
す
る
合
意（
固
定
合
意
）

を
す
る
こ
と
が
で
き
る
特
例
を
設
け
ま

し
た
。

　

ま
た
、
こ
の
金
融
支
援
は
、
認
定
を

受
け
た
会
社
お
よ
び
個
人
事
業
者
が
、

事
業
承
継
に
関
す
る
資
金
を
金
融
機
関

か
ら
借
り
入
れ
る
場
合
に
、
信
用
保
証

協
会
の
通
常
の
保
証
枠
と
は
別
枠
を
設

け
る
も
の
で
す
（
図
表
３
）。

　

こ
の
金
融
支
援
の
た
め
の
認
定
を
受

け
る
に
は
、
都
道
府
県
の
担
当
課
に
知

事
宛
て
の
認
定
申
請
書（
次
㌻
図
表
４
）

を
提
出
し
ま
す
。

　

な
お
、
認
定
を
受
け
た
会
社
の
代
表

者
個
人
お
よ
び
個
人
事
業
者
が
、
自
社

①�　

事
業
承
継
に
あ
た
り
、
原
則
と
し

て
前
経
営
者
と
後
継
者
の
双
方
か
ら

二
重
に
個
人
保
証
を
求
め
な
い
こ
と

②�　

後
継
者
に
当
然
に
個
人
保
証
を
求

め
る
の
で
は
な
く
、
必
要
な
情
報
開

示
を
求
め
、
会
社
の
経
営
状
況
、
資

金
使
途
、
回
収
可
能
性
等
を
総
合
的

に
判
断
し
て
個
人
保
証
が
必
要
か
ど

う
か
慎
重
に
検
討
す
る
こ
と

③�　

前
経
営
者
の
個
人
保
証
に
つ
い
て

は
、
民
法
で
制
限
さ
れ
る
第
三
者
保

証
と
な
る
こ
と
か
ら
適
切
に
見
直
す

こ
と

　

な
お
、
個
人
保
証
を
す
る
こ
と
な
く

事
業
承
継
を
希
望
す
る
た
め
に
は
、
法

人
と
個
人
の
明
確
な
分
離
、
財
務
基
盤

図表１　経営者保証に関するガイドラインの内容

図表２　中小企業成長促進法の概要

図表３　信用保証協会の保証枠の特例

①経営者の個人保証解除、第三者承継の促進

②中堅企業への成長環境の整備

③中小企業目線での政策体系の整理

④海外展開支援の強化

　経営者の交代時に経営者保証を解除、第三者による事業承
継時に経営者保証を付けずに資金調達が可能となる信用保証
制度を拡充

　事業承継等に伴う事業拡大により、中小企業者要件を満た
さなくなった事業者でも、計画期間中は中小企業者とみなし
て、中小企業者向け支援を継続

　中小企業の成長にあわせた政策体系とし、計画に紐付く補
助金も、計画認定なしに申請を可能に

　信用力に乏しい中小企業の海外子会社に対し、日本公庫が
直接融資を行なう制度（クロスボーダーローン）の新設

普通保険

無担保保険

特別小口保険

２億円

8,000万円

1,250万円

＋２億円

＋8,000万円

＋1,250万円

通常の場合 別　枠

※�第三者保証人についても②および③を経営者同様に取り扱う

※代表者個人は信用保証協会の保証の対象とはならない

①�法人と個人が明確に分離されている場合などに、経
営者の個人保証を求めないこと

②�多額の個人保証を行なっていても、早期に事業再生
や廃業を決断した際に、一定の生活費等（従来の自
由財産99万円に加え、年齢等に応じて100万円～
360万円）を残すことや、「華美でない」自宅に住
み続けられることを検討すること

③�保証債務の履行時に返済しきれない債務残額は原則
として免除すること
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図表５�　一般枠による信用保証の概要

株
式
や
事
業
用
資
産
を
買
い
取
る
場

合
、
相
続
税
や
贈
与
税
の
納
税
を
行
な

う
際
の
低
利
融
資
制
度
も
用
意
さ
れ
て

い
ま
す
。

事
業
承
継
で
の

個
人
保
証
を
肩
代
わ
り

　

中
小
企
業
成
長
促
進
法
の
ポ
イ
ン
ト

の
１
つ
が
、
経
営
者
の
個
人
保
証
の
解

除
支
援
で
す
。
融
資
に
信
用
保
証
を
付

け
る
こ
と
で
、
経
営
者
の
個
人
保
証
を

肩
代
わ
り
す
る
も
の
で
す
。

　

す
で
に
、
こ
と
し
４
月
よ
り
、
信
用

保
証
の
一
般
枠
（
２
・
８
億
円
、
う
ち

無
担
保
０
・
８
億
円
）
の
範
囲
で
、
事

業
承
継
時
に
経
営
者
保
証
を
不
要
と
す

る
信
用
保
証
制
度
（
図
表
５
）
が
創
設

審
査
方
法
、
基
準
な
ど
の
詳
細
は
、
今

後
、
省
令
に
よ
り
定
め
ら
れ
ま
す
。

制
度
活
用
に
向
け
て

求
め
ら
れ
る
こ
と

　
「
経
営
者
保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」
を
受
け
て
、
商
工
中
金
で
は
、

一
定
の
条
件
を
満
た
し
た
企
業
に
対
し

て
、
こ
と
し
１
月
よ
り
原
則
無
保
証
化

す
る
な
ど
、
金
融
機
関
の
対
応
も
始
ま

っ
て
い
ま
す
。
今
後
、
中
小
企
業
成
長

促
進
法
に
よ
り
、
信
用
保
証
制
度
が
経

営
者
の
個
人
保
証
を
肩
代
わ
り
し
、
事

業
承
継
時
の
障
壁
が
取
り
除
か
れ
る
こ

と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　

個
人
保
証
の
解
除
に
は
、
①
財
務
体

質
が
よ
い
こ
と
、
少
な
く
と
も
債
務
超

過
で
は
な
い
こ
と
、
②
会
社
と
経
営
者

の
間
で
不
明
朗
な
資
金
の
や
り
取
り
が

な
い
こ
と
（
た
と
え
ば
、
会
社
か
ら
経

営
者
に
対
す
る
資
金
の
貸
付
・
仮
払
金

等
が
な
い
、
過
剰
な
役
員
賞
与
や
配
当

金
が
な
い
な
ど
）、
③
財
務
状
態
・
経

営
成
績
の
透
明
化
が
進
ん
で
い
る
（
た

と
え
ば
、
金
融
機
関
の
求
め
に
応
じ
て

適
時
適
切
な
試
算
表
を
提
出
で
き

る
）、
資
金
繰
り
管
理
表
を
作
成
し
て

い
る
な
ど
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

社
内
の
現
状
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
と
と

も
に
、
改
善
点
を
見
つ
け
て
早
急
に
対

応
し
ま
し
ょ
う
。

た
か
ぎ
し　
な
お
き
　「
税
理
士 

高
岸 

俊
二
・
直
樹 
事
務
所
」
所
属
。
法
務
、監
査
、フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
等
を
踏
ま
え
、経

営
改
善
、資
金
調
達
、事
業
承
継
等
の
様
々
な
ニ
ー
ズ
に
対
し
て
、企
業
規
模
や
事
業
に
沿
っ
た
サ
ポ
ー
ト
を
行
な
う
。

さ
れ
て
お
り
、
事
業
承
継
時
ま
た
は
事

業
承
継
後
の
一
定
期
間
に
利
用
可
能
で

あ
っ
て
、
経
営
者
保
証
が
不
要
と
な
り

ま
す
。

　

資
金
は
、
事
業
承
継
時
ま
で
に
必
要

な
事
業
資
金
の
ほ
か
、
既
存
の
個
人
保

証
付
借
入
金
の
借
り
換
え
に
も
活
用
で

き
る
た
め
、
従
来
、
経
営
者
保
証
が
求

め
ら
れ
て
い
た
借
入
金
を
、
経
営
者
保

証
な
し
の
借
入
金
に
転
換
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
経
営
者
保
証
コ
ー
デ
ィ
ネ

ー
タ
ー
に
よ
る
確
認
を
受
け
た
場
合
に

は
、
信
用
保
証
料
率
の
軽
減
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

こ
の
一
般
枠
に
加
え
、
今
回
の
経
営

承
継
円
滑
化
法
の
改
正
に
よ
り
、
認
定

を
受
け
た
企
業
で
、
経
営
者
の
個
人
保

証
が
事
業
承
継
の
障
壁
と
な
っ
て
い
る

場
合
に
、
承
継
に
併
せ
て
保
証
債
務
を

借
り
換
え
る
際
に
、
経
営
者
の
個
人
保

証
を
不
要
と
す
る
信
用
保
証
の
特
別
枠

（
２
・
８
億
円
）
が
設
け
ら
れ
ま
す
。

　

追
加
で
、
年
間
最
大
約
２
０
０
０
件

の
経
営
者
保
証
を
不
要
と
す
る
こ
と
が

で
き
る
と
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

経
営
強
化
法
、
地
域
未
来
法
の
改
正

に
よ
り
、
親
族
内
だ
け
で
な
く
、
第
三

者
に
よ
る
承
継
（
Ｍ
＆
Ａ
）
で
も
、
経

営
者
保
証
な
し
で
Ｍ
＆
Ａ
資
金
等
を
調

達
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
に
よ
り
、
①
売
り
手
と
な
る

現
経
営
者
向
け
に
は
、
事
業
承
継
を
容

易
に
す
る
た
め
に
、
経
営
者
の
個
人
保

証
を
解
き
、
身
軽
に
な
れ
る
よ
う
、
②

買
い
手
と
な
る
後

継
者
向
け
に
は
、

事
業
承
継
時
に
経

営
者
の
個
人
保
証

が
重
荷
と
な
ら
な

い
よ
う
、
個
人
保

証
に
代
わ
る
信
用

保
証
制
度
を
創
設

す
る
こ
と
に
よ

り
、
金
融
機
関
が

個
人
保
証
を
求
め

な
く
て
も
よ
い
よ

う
に
な
り
ま
す
。

　

改
正
後
の
認
定

図表4　認定申請書の主な記載事項

①事業承継を行なうこととなった原因

②事業活動の継続に支障を生じさせる主な原因

対象となる中小企業者

申込に必要な資料

先代経営者の死亡または代表者の退任

•�申請者が、申請者以外の者が有する株式を取得する必
要があること

•�申請者が、申請者以外の者が有する事業用資産を取得
する必要があること

•�申請者の売上高が減少することが見込まれること
•�仕入先からの取引条件について申請者の不利益となる
設定または変更が行なわれたこと

•取引先金融機関との取引に支障が生じたこと

次の⑴または⑵に該当し、かつ⑶に該当する中小企業者
⑴ �保証申込受付日から３年以内に事業承継を予定する
事業承継計画を有する法人

⑵ �2020年１月１日から2025年３月31日までに事業
承継を実施した法人であって、事業承継日から３年
を経過していないもの

⑶次の①から④のすべての要件を満たすこと
①資産超過であること
② �EBITDA有利子負債倍率が10倍以内であること
※���EBITDA有利子負債倍率＝
　(借入金・社債－現預金)÷(営業利益＋減価償却費)

③ �法人・経営者の分離がなされていること　
④返済緩和している借入金がないこと

•事業承継計画書　　　　•財務要件等確認書
•借換債務等確認書　　　•他行借換依頼書兼確認書
•事業承継時判断材料チェックシート


